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本研究レポートは、2024 年 3 月から活動を開始した、民間企業を中心とする多様なステーク

ホルダーが参画する勉強会のメンバーにより執筆された。これは、現在、半導体関連事業投資

が集中する熊本において「ウォーター・ポジティブ（WP）」を実現するためのメカニズムを議

論し、検討した勉強会の初期の成果をまとめたものである。 
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エグゼクティブサマリー 

熊本地域は阿蘇山を水源とする白川・菊池川・

緑川流域にある九州の都市圏である。豊富な地下

水を有する水と緑に恵まれた豊かな地域で、中心

都市である熊本市は水道水の 100％を地下水で

賄っている。この地域では、行政・企業・市民の

協力のもと、地下水の保全と活用に関する継続的

で先進的で積極的な取り組みが長らく続けられ

てきた。熊本地域の様々な主体の協働による半世

紀以上の地下水保全の取り組みは世界的にも評

価されており、2013 年には国連「生命の水」（水

管理部門）最優秀賞を受賞している。地下水保全

実践団体に対する寄付額も年々増加しており、市

民の地下水に対する愛着が強い地域といえよう。 

一方で、近年は大規模な都市開発や国際的な半

導体企業の進出に伴う地下水利用の増大もあり、

豊富な地下水への影響が懸念されている。半導体

製造工場では製造の各工程で超純水を使用し、半

導体が微細化するほど水の消費量も増える。加え

て、最先端 AI 半導体を使用して構築されるデー

タセンターでもサーバー冷却やオフサイトでの

発電時に大量の水を取水・消費する。2027 年に

はデータセンターにおけるウォーターフットプ

リントが 42～66 億 m3（イギリスの現在の年間

総取水量の半分以上）に達するとの試算もあり、

熊本をはじめとした日本の水資源は、AI 産業の

需要に伴い今後ますます注目を集めることが予

想される。こうした背景もあり、熊本県は 2023

年に地下水保全に関する条例を改正して取水企

業を中心に地下水かん養施策を強化したが、地域

が一体となって維持していた水の需給バランス

を維持することが喫緊の課題となっている。 

条例・規制に基づく施策を中心とした現行の地

下水保全は、取り組みの対象が限られるなどの課

題がある。現行の地下水保全を基盤としつつ、そ

れを応援・補完する形で民間企業の力を結集し、

対象範囲を拡大した地下水保全を地域全体で推

進することが望ましい。熊本の水資源の損失を食

い止め、回復させるため、すなわち熊本で「ウォ

ーター・ポジティブ（WP）」を実現するため、従

来の取り組みに加わる新たなスキームが必要と

なってくる。 

流域の水課題に対しては、企業が流域のステー

クホルダーを巻き込んだ水資源の責任ある管理

（ウォータースチュワードシップ）の重要性が浸

透してきており、2010 年にウォータースチュワ

ードシップ活動を認証する機関「Alliance for 

Water Stewardship（AWS）」が発足、2014 年に

は AWS 国際規格が発行されるなど、国際的な広

がりをみせている。また、水課題に取り組むステ

ークホルダー間で取り組みの効果を算定・共有す

るための手法として「Volumetric Water Benefit 

Accounting（VWBA）」が知られており、熊本に

おける地下水保全の取り組みの中でも、こうした

制度や手法を参考とした仕組みの構築が必要に

なるであろう。 

地下水保全の枠組みだけでなく、その取り組み

内容にも拡充の余地があるとみている。現在熊本

地域で実施されている地下水保全は水田の冬期

湛水や水源かん養林の保全、雨水浸透ますなどが

主流だが、こうした既存の取り組みを補完するの

に際し、熊本県で普及が進む「雨庭」による非浸

透域へのアプローチが有効と考えられる。雨庭と

は、屋根などに降った雨水を下水道に直接放流す

ることなく一時的に貯留し、ゆっくりと地中に浸

透させる構造を持ったやや窪んだ植栽空間のこ

とで、地下水かん養だけでなく雨水の流出抑制に

よる洪水緩和効果が示されているグリーンイン

フラの一種である。植栽を施すため、生物の生息

環境の提供も期待できる。都市化が進む熊本にお

いて、地下水かん養だけでなく水害緩和、生物多

様性の向上など多様な効果が見込まれるのが雨

庭の魅力である。 

既存の取り組みを補完するアプローチとして、

将来的にはファイナンス手法の整備も考えられ

る。地球温暖化対策や自然資本の劣化の防止等に
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資するグリーンプロジェクトに民間資金を導入

するための有効な手段のひとつとして、グリーン

ファイナンスが知られている。近年、資金調達者

や金融機関による気候・自然関連課題に対する対

応の必要性が強まったことで、グリーンファイナ

ンスは多様に発展してきた。熊本においては地元

金融機関である肥後銀行がグリーンプロジェク

トに対するファイナンスとしてグリーンローン

の提供を開始しており、現在課題となっている地

下水保全関連のプロジェクトに対してもグリー

ンファイナンスの活用が期待される。 

日本が世界に誇る「地下水都市 熊本」の水を

後世に残していくため、今後はより一層のステー

クホルダーとの連携やアクションが必要となろ

う。大規模な産業立地への集中投資による地下水

への影響要因は、直接的な地下水取水だけではな

い。関連する企業の進出や居住地・商業地・道路

建設などの開発に伴って自然地や農地が人工物

で被覆されることにより、水資源消費や水資源環

境、微気象、雨水流出環境などが変化する。こう

したリスクを評価し対処するために、官民連携

（Public-Private Partnership）アクションの仕

組みの構築が急がれる。現時点では関連企業や組

織が熊本地域における課題感を共有し、想定され

る取り組みの全体像や枠組みについて検討を進

めている段階ではあるが、今後は地域の自然環境

への影響評価やネイチャー・ポジティブの考え方

に基づいた解決策を検討し、国際的ルールとする

ためのロジックモデル案を示していくことを目

指している。 

 

  

Photo by 江口 誠 
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はじめに：熊本WPの展望 

近年、半導体・デジタル産業は急速に発達・発

展している。特にモノとインターネットをつなぐ

「IoT」や機械に知能を与える「AI」は、社会課

題の解決や生活の利便性向上などあらゆる分野

で活用が拡大しており、世界規模で急速な広がり

を見せている。IoT 社会や AI 社会には、先端半

導体を用いたデータセンターが不可欠である。一

方で、半導体製造やデータセンターの操業には大

量の水を使用することが知られており、IoT・AI

の発展に伴う水資源の枯渇や水循環への影響は

世界各地で懸念され始めている。こうした懸念は

水資源が豊富といわれる日本でも無縁のもので

はない。世界有数の地下水都市として知られる熊

本でも、半導体産業の進出や急速な都市化により、

水の需給バランスを維持することが喫緊の課題

となっている。 

2022 年 12 月に開催された COP15 では、2030

年までに「自然を回復軌道に乗せるため、生物多

様性の損失を食い止め、反転させる」いわゆる「ネ

イチャー・ポジティブ（NP）」の方向性が明確に

示された。NP は 2020 年の自然を基準とし、それ

を上回る自然を 2030 年までに確保すること、さ

らにその後も自然の回復を継続させることを目

標としており、生物多様性条約（CBD）の 2050

年ビジョン「自然との共生」を実現するための短

期目標という位置づけである。こうした背景もあ

って昨今は自然環境への関心は国際的に高まっ

ており、各国や各企業が NP を念頭に置いた戦略

策定を進めている。 

熊本でも NP や「自然との共生」を念頭に置い

た地下水保全施策の必要性が認識されており、そ

の手段としてグリーンインフラ（GI）が注目され

ている。GI は「自然が有する機能を社会におけ

る様々な課題解決に活用」しようとする考え方で、

都市化や半導体産業による地下水資源への影響

が懸念されている熊本でも GI を通した取り組み

が新たな手法として有効であるとみている。GI

を活用して水資源の損失を食い止め、回復させる

ため、すなわち熊本で「ウォーター・ポジティブ

（WP）」を実現するため、2024 年 3 月より民間

主導の勉強会を開始した。本レポートではその成

果を示す。 

 

【勉強会の参画企業】 

 熊本県立大学＊ 

 （株）肥後銀行＊ 

 （公財）地方経済総合研究所＊ 

 熊本大学＊ 

 （公財）くまもと地下水財団 

 （公財）肥後の水とみどりの愛護基金 

 サントリーホールディングス（株） 

 （株）日本政策投資銀行 

 MS&AD インシュアランスグループホール

ディングス（株） 

 三井住友海上火災保険（株）＊ 

 MS&AD インターリスク総研（株） 

 熊本県** 

 熊本市** 

＊「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会」 

地域共創拠点 

＊＊オブザーブ参加                 

 

昨今は日本を含むアジアモンスーン地域で先

端半導体製造拠点及び AI データセンターへの投

資が集中している。これら国でも、地域の水循環

システムが変化すれば、熊本都市圏と同様の課題

が発生することが懸念される。地下水保全をめぐ

る熊本のこれまでの先進的な動きは、こうした半

導体やデータセンター関連の事業開発が行われ

る地下水圏域にとって規範となるものとなりえ

ると言える。「熊本モデル」をグローバルなモデ

ルとするべく、勉強会では検討を進めていく。 

今後は、日本政府の NP 経済移行を達成するた

めのルール策定も視野に入れ、NbS（自然に基づ

くソリューション）に基づく検討を進めていく。
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流域の地下水資源や微気候等への影響（リスク）

の定量的評価から、NbS 手法を活用した影響の

定量的評価から影響をポジティブに改善する具

体的な PPP（官民連携）アクションまでの一連の

ロジックをグローバルモデルとして構築するこ

とを目指し、引き続き議論を進めていく。  

Photo by 江口 誠 



 

5 

1．地下水都市 熊本 

1.1. 熊本都市圏の概要 

熊本地域は九州の中西部に位置している、人口

約 100 万人の都市圏である。中心都市は熊本市

で、九州中央部にある阿蘇山を水源とする白川・

菊池川・緑川流域に位置した水と緑に恵まれた豊

かな地域で、流域の大部分は火山性の地質で覆わ

れており、豊富な地下水資源を有している。年間

降水量は平地で 2,000 ㎜、山地では 3,000 ㎜を超

え、熊本市の年間平均気温は約 18 度と温暖多雨

な地域である。この都市圏には国指定名勝の水前

寺成趣園、八景水谷、江津湖、嘉島湧水群など多

数の湧水を有する景勝地が存在し、市民に親しま

れている。 

 

1.2. 熊本の地下水 

阿蘇外輪山西麓から熊本平野及びその周辺台

地に広がる熊本地域 11 市町村（熊本市、菊池市

（旧泗水町、旧旭志村）、宇土市、合志市、大津

町、菊陽町、西原村、御船町、嘉島町、益城町、

甲佐町）は地域全体でひとつの地下水盆を共有し

ており、その地下水は地域の人々の暮らしをはじ

め、農業、工業など産業活動の礎となっている。

なかでも熊本市を含む 11 市町村からなる熊本地

域は水道水の 100％を地下水で賄っており、世界

でも稀な「地下水都市」として知られている。地

下水は熊本地域を支えるかけがえのない貴重な

資源になっており、この地域では行政・企業・地

域住民の協力のもと、地下水の保全と活用に関す

る継続的・先進的・積極的な取り組みが長らく続

けられてきた。熊本地域の様々な主体の協働によ

る半世紀以上の地下水保全の取り組みは世界的

にも評価されており、2013 年には国連「生命の

水」（水管理部門）最優秀賞を受賞している。 

 

1.3. 熊本における地下水保全の歩み 

1970 年代ころから都市化や産業経済の進展等

に伴い地下水を取り巻く環境が変化し、地下水位

の低下や水質の悪化などが少しずつみられるよ

うになってきた。これを受けて熊本県と熊本市は

1973 年に「熊本市及び周辺地域地下水調査」を

実施し、その実態の把握に努めた。その結果も踏

まえ 1977 年には熊本市において「熊本市地下水

保全条例」を、1978 年には熊本県において「熊

図 1-1 熊本地域の地下水の流れ 
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本県地下水条例」を制定し、行政のみならず住民

や事業者と協力し地下水を保全する取り組みが

開始された。 

1984 年には、改めて県・市において「熊本地

域地下水調査」を実施し、調査結果を踏まえた更

なる対策を進めるため、1986 年に熊本県知事を

議長とする「熊本地域地下水保全対策会議」（以

下、「対策会議」）が設立された。また、1991 年

には熊本市長を理事長とする「財団法人熊本地下

水基金」（以下、「基金」）、さらには 1995 年には

地下水採取事業者を含む多くの事業者を主体と

する「熊本地域地下水保全活用協議会」（以下、

「活用協議会」）が設立され、それぞれの立場で

の地下水を保全する取り組みがより推進される

こととなった。 

2003 年には水田湛水事業の最初の取り組みと

なる白川中流域における水田湛水事業がスター

トした。地下水採取事業者と NGO との協働によ

り約 30ha の面積から始まったこの取り組みは、

その後の地下水かん養事業の拡大につながって

いくこととなる。翌年には、熊本市も延べ面積

255ha で水田湛水事業をスタートさせ、現在も参

加事業者数を増やしつつ水田湛水による地下水

かん養事業が継続されている。 

2008 年には熊本県及び 11 市町村で「熊本地域

地下水総合保全管理計画」が策定され、住民・事

業者・行政が一体となった地下水保全の推進体制

の検討が明記された。これにより、対策会議、基

金、活用協議会を統合した新組織による、より効

果的な保全対策に向けての検討が開始された。 

2012 年には「熊本県地下水保全条例」が改正

され、地下水を「公共水」と位置づけ、地下水採

取の許可制が導入された。あわせて、地下水使用

の合理化と地下水のかん養が地下水採取事業者

に義務付けられ、一定規模以上の地下水を取水す

る事業者に対し、地下水利用合理化計画の策定、

その実施状況の毎年度の報告、さらには、地下水

のかん養計画の策定、その実施状況について毎年

度の報告が定められている。 

地下水かん養対策の具体的内容を定めた熊本

県による「地下水のかん養の促進に関する指針」

（以下、「かん養指針」）では、熊本地域を条例に

基づく重点地域と定め、地下水採取量の 1 割を目

標としてかん養対策に取り組むこととしている。

地下水採取事業者においては、1 割を達成するた

めに、敷地内でのかん養促進策や水田湛水の実施、

畑地・森林・草地の保全などの取り組みが例示さ

れ、各地下水採取事業において取り組みが拡大し

ていった。また、他の事業者との協働による取り

組みも認められているところである。 

あわせて、2012 年には、統合に向けた検討の

結果として、住民、事業者、行政が参画する「公

益財団法人くまもと地下水財団」（以下、「地下水

財団」）が設立された。地下水財団には、熊本県、

熊本地域 11 市町及び事業者、学識経験者から構

成される評議員会、理事会があり、その審議、承

認のもとに地下水保全事業が実施されている。ま

た、数多くの住民、事業者から構成される賛助会

組織があり、賛助会員数も設立当初と比べ、ほぼ

2 倍となるなど財団による地下水保全事業の財

政基盤となっている。また、前述したかん養指針

で明記されている地下水採取事業者の協働によ

るかん養の取り組みにおいて、地下水財団への寄

付等を通じてかん養対策に貢献することも可能

とされていることから、地下水財団への寄付額も

年々増加している。 
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特に、近年は企業による社会貢献活動の高まり

を背景に、非地下水採取事業者による地下水保全

活動も年々盛んになっている。このような、住民、

事業者、行政による一体的な取り組みにより、水

田湛水事業も様々な主体の参画のもと拡大され、

さらには、水源かん養林整備事業や、稲作を持続

していくための契約栽培の拡大などの取り組み

が定着してきている（種々の取り組みの詳細は次

項 1.4.を参照されたい）。 

このような取り組みにより各地での地下水位

の減少傾向にも歯止めがかかりつつあり、一部で

は上昇傾向を示すなど、地下水環境も改善の兆し

を見せ始めていた。しかし、近年の大手半導体企

業の進出による半導体関連産業の集積は、地域経

済に多大な好影響をもたらす半面、新たに膨大な

地下水が必要となり、熊本地域に暮らす住民等に

とって大きな不安となっている。均衡が取れつつ

あった地下水採取量とかん養量のバランスが崩

れることへの危機感から、熊本県は 2023 年 10

月にかん養指針を改正し、地下水採取事業者のか

ん養対策義務を大幅に強化した。新たなかん養指

針では、重点地域における新規の地下水採取事業

者のかん養対策義務が 1 割から地下水採取量に

見合う量（原則 10 割）に引き上げられている。

さらに、熊本県を中心に関係機関が協力し、水田

湛水期間の延長を目的とした非灌漑期における

水利権の調整や、転作田での稲作の再開に向けた

検討など、新たな水需要に対応するためのかん養

対策の拡充に取り組んでいる。 

 

1.4. 熊本における地下水保全の取り組み 

1.4.1. 水田湛水への取り組み 

熊本地域は阿蘇山の大噴火による火砕流堆積

物が 100ｍ以上も厚く降り積もった地層ででき

ており、すき間に富んで水が浸透しやすい特徴を

持っている。また、約 430 年前に、白川の中流域

などに多くの水田が開かれたことなどにより、一

層地下水が豊富になったとされている。 

稲作が盛んだったころは、灌漑期に多くの水田

で地下水がかん養されていたが、都市化の進展、

図 1-2 会員数、寄付金の推移 
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稲作の減少などが要因となり、地下水のかん養量

も減少傾向となった。 

そこで、人工的なかん養対策として、灌漑期に

おける転作田での湛水事業や、非灌漑期における

水稲作付け終了後の湛水事業などを実施してい

る。いずれの湛水事業においても、協力農家に対

し協力金として金銭を支払っているが、協力金に

ついては、行政や事業者から直接支払われるケー

スと、地下水財団が寄付金や支援金として事業者

から受領したのち地下水財団を経由して支払わ

れるケースがある。 

近年の実績としては、2023 年度で 1 市 2 町で

の白川中流域において、熊本市、事業者併せて

1,579 万 m3、その他の 4 町 1 村の地域において

は、地下水財団、事業者併せて 540 万 m3のかん

養に取り組んでいる。 

 

1.4.2. 水源かん養林の取り組み 

森林に降った雨は、森林内の土壌に一度蓄えら

れ、時間をかけて地下にしみ込んでいく。このよ

うな森林が持つ多面的機能のひとつである水源

かん養効果に着目し、行政、事業者等が水源かん

養林の整備管理を行っている。熊本市においては

2022 年度末において白川、緑川上流域の 5 町 2

村 877ha で整備・管理を実施している。その他、

熊本地域の他の市町村や地下水財団においても

約 300ha で水源かん養林として、それぞれ適切な

整備、管理を行っているところである。その他、

いくつかの事業者においても水源かん養林事業

に取り組んでいる。 

 

 

図 1-4 冬期湛水の様子 

  

図 1-3 熊本地域の地質イメージ図 
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1.4.3. 敷地内かん養の取り組み 

各事業者においては、敷地内に降った雨を可能

な限り地下に浸透させるため、様々な雨水浸透施

設の設置を行っている。具体的には、雨水浸透ま

す、雨水浸透トレンチ、雨水浸透側溝、透水性舗

装、緑化ブロック、緑地化、浸透性調整池などが

その実例である。また、熊本地域の 10 市町村に

おいては、地域住民が雨水浸透ますを設置する際

の補助制度を設けており、その普及促進に取り組

んでいる。 

 

1.4.4. 地下水採取量削減への取り組み 

熊本地域の住民の日常生活や事業活動を支え

る地下水の採取量を少しでも削減する取り組み

も重要である。事業者の自主的な取り組みとして、

事業活動での様々な工程における水のリサイク

ルや節水機器の導入による使用量を削減する取

り組みも行われている。 

2021 年度における熊本地域での地下水の年間

採取量は約 1 億 6 千万トンであり、そのうち水

道事業によりくみ上げられた採取量が約 1 億ト

ンと約 65％を占めている。地域住民による節水

も地下水採取量の大幅な削減につながるため、熊

本地域 11 市町村においては、住民向け節水キャ

ンペーンにも力を入れているところである。さら

に雨水利用を促進するために、住民が雨水貯留タ

ンクを設置する際の補助制度も設け、普及に努め

ている。 

 

1.4.5. 農産物消費拡大への取り組み 

熊本地域の地下水は、これまで長年にわたって

農業によって大量にかん養されてきた。農業を持

続可能な産業としていくためにも、消費者である

地域住民が地下水かん養効果の高い地域におけ

る農業を支援する取り組みは重要である。そこで、

かん養効果が高い地域で生産されたコメやコメ

を原料とした加工品、さらには飼料用米を食べて

育成された畜産物の消費拡大を図るため、「ウォ

ーターオフセット」と銘打ち、様々な啓発活動が

行われ、事業者での社食用米としての購入など多

くの地域住民等による購入活動がおこなわれて

いる。 

  

図 1-5 ウォーターオフセットイメージ 
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コラム：肥後銀行の取り組み 

熊本に本店を置く肥後銀行は、1987 年に「ふ

るさとの貴重な財産ともいうべき地下水を枯渇

と汚染から守ろう」と提唱し、熊本県、熊本日日

新聞社との共催で「肥後の水資源愛護賞（現：肥

後の水とみどりの愛護賞）」を創設した。 

この賞は、水資源保全活動に取り組んでいる団

体、個人の方を対象とする顕彰活動で、創設以来

の受賞者は 353 団体・16 個人にのぼる。 

この活動は、1992 年設立の財団法人肥後の水

資源愛護基金に引き継がれ、基金では、シンポジ

ウムの開催、節水器具展、水源かん養林への植樹

等々、幅広い活動を行っている。環境問題が一段

と緑化推進に注力すべき段階を迎えたことから、

2008 年 9 月には、「財団法人肥後の水とみどりの

愛護基金」に名称変更し、また 2010 年 11 月に

は「公益財団法人肥後の水とみどりの愛護基金」

として現在に至っている。当財団では、顕彰事業

を中心に、シンポジウム、新聞、テレビ等による

啓発活動、ボランティア団体への助成に取組んで

いる。 

阿蘇水掛の棚田 

 

 

 

 

 

 

 

【社会貢献活動の例】 

・「阿蘇大観の森」での植樹水源かん養林育成の

ため、累積 62ha、15 万本以上の植樹活動を実施

中(2006 年～) 

・「阿蘇水掛の棚田」での稲作 

耕作放棄地を利用し棚田を再生し、農業による水

田湛水事業を実施中(2011 年～) 

 

植樹、稲刈りなどの作業は、肥後銀行行員中心

にボランティアで行っているが、近年は取引先企

業の社員参加も増加しており、取り組みの輪も拡

大している。その活動でかん養した地下水は肥後

銀行事業活動で使用する水の量を大きく上回っ

ておりウォーター・ポジティブを実現している。 

阿蘇大観の森 
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2．熊本の「ウォーター・ポジティブ」 

2.1. ネイチャー・ポジティブ（NP）とウォー

ター・ポジティブ（WP） 

「ネイチャー・ポジティブ」とは、「2030 年ま

でに生物多様性の損失を食い止め、反転させ、回

復軌道に乗せる」という考え方のことである。NP

は生物多様性条約の 2050 年ビジョン「自然との

共生」を実現するための短期目標であり、G7 

2030 年自然協約（G7 2030 Nature Compact）や

日本政府の「ネイチャー・ポジティブ・経済移行

戦略」に取り入れられている。 

社会や経済が依存し影響を与えている地球の

生命維持システム（生物圏）は、環境経済学的価

値として「自然資本」と呼ばれている。SDGs ウ

ェディングケーキ（図 2-1）は、経済と社会が持

続可能であるためには、自然資本の持続可能性と

レジリエンス（強靭性）がその必要条件であるこ

とをわかりやすく表している。 

 

 

この図の提唱者の一人であるストックホルム・

レジリエンス・センターの Johan Rockström は、

世界のPlanetary Boundary研究のリーダーであ

り、人類が生物圏（自然資本）をどれぐらい棄損

しているかについて、人類が安全に生存できる 9

つの境界を設定して、それがどのような状態にあ

るかを継続的に評価している。自然資本の棄損は

年々悪化していて、現在は 9 つの領域のうち「淡

水利用」も含めて 6 つが安全圏（緑のゾーン）を

超えている。（図 2-2） 

 

  

NP は、この安全圏内に収まるように経済・社

会のシステムを変革し、また、この境界を広げら

れるように自然資本の保全と回復に投資するお

金の流れを創出しようとするものである。 

熊本県に対し半導体関連企業の投資が殺到す

る中で、NP の考え方に基づき「水資源の損失を

食い止め、回復させる」、すなわち熊本で「ウォ

ーター・ポジティブ（WP）」を実現することは意

義深い。 

 

2.3. TNFDの評価手法が示唆するWPの課題 

TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）

は、「組織が、変化する自然関連リスクを報告し、

それに基づいて行動するためのリスク管理およ

び開示の枠組みを開発および提供し、グローバル

なお金の流れを自然にネガティブな状態からポ

ジティブな状態へとシフトすることを支援する

ことを目的として」2021 年に設立された組織で

図 2-1 SDGs ウェディングケーキ 

Credit: Azote for Stockholm Resilience Centre, 

Stockholm University CC BY-ND 3.0 

図 2-2 プラネタリー・バウンダリー 

（2023 年改訂版） 

Credit: Azote for Stockholm Resilience Centre, 

Stockholm University CC BY-ND 3.0 
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ある。日本でも多くの大企業がこの枠組みを活用

しており、自社の事業が自然資本に対していかに

依存し影響を与えているかを評価し、それに起因

するリスクと機会を開示する準備を進めている。 

このリスク評価の範囲は、直接操業している場

所だけでなく、バリューチェーンの上流と下流も

含まれる。例えば、半導体や AI サービスを利用

する産業セクターにとって、それらの操業は自社

の上流に該当するので、そこについてもリスク評

価の対象とする必要がある。操業による影響要因

としては 5 つが対象となっており、淡水利用も含

まれている。（図 2-3） 

さらに重要な点は、操業している事業所の依存、

影響だけでなく、外部からの影響（図 2-4 にある

「変化の外部要因」）も評価する必要がある。例

えば、熊本の半導体工場を想定すると、それに付

随して整備される道路などのインフラ開発、住

宅・店舗開発、サプライヤーの事業所の操業など

による影響も考慮しなければ、地域の自然資本へ

の依存や影響を適切に評価できないためである。 

したがって、TNFD の枠組みを活用すると、各

事業所の操業で WP を達成しても、地域全体の

WP に必ずしもならないことが理解できる。こう

した課題に対し、条例等に基づく地下水保全の取

組みを補完した、民間主導の自発的取り組みが必

要となる。 

  

図 2-4 自然関連の依存およびインパクトとリスクおよび機会

の間の関連性 - インパクトと依存の経路 

（TNFD、2023） 

図 2-3 5 つの自然の変化の要因 

（TNFD、2023） 
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2.4. AI時代に不可欠なWPへの取り組み 

経済産業省が 2023 年 5 月に改定した半導体・

デジタル産業戦略1では、「生成系 AI の登場と量

子コンピュータや AI コンピュータ等の情報処理

の異次元の飛躍が相まってデータセンターにお

ける計算処理も更に圧倒的に拡大／用途別化が

進み、また、エッジ領域における、分散情報処理

の拡大が見込まれ、さらに、消費電力の削減も求

められる。」として、AI 産業におけるカーボンフ

ットプリントの削減の必要性を示唆している。一

方で、ウォーターフットプリントに関する言及は

見られない。現状では、半導体製造工場や AI デ

ータセンターにおけるウォーターフットプリン

トのデータの開示や分析があまり進んでいない

ことが理由と考えられる。 

半導体製造工場では製造の各工程で超純水を

使用し、半導体が微細化するほど水の消費量も増

える。台湾における TSMC 社の水需要を分析し

たケーススタディでは、2030 年までに 2022 年

の水準から倍増すると推定している。一方で、台

湾では降水量減少や干ばつが発生しており、水不

足による生産低下が世界のサプライチェーンを

混乱させるリスクが指摘されている2。 

熊本では現役世代の半導体が製造される予定

であるが、世界経済情勢の変化によって最先端半

導体の製造に移行する可能性もあり、その場合は

水需要が現状の想定よりもウェハー当たりで倍

増するシナリオが必要となる。 

また、最先端 AI 半導体を使用して構築される

データセンターについて、カーボンフットプリン

トのみならず、オンサイトのサーバー冷却とオフ

サイトの発電のために取水・消費するウォーター

フットプリントを考察した研究では、AI の需要

増加に伴い、2027 年にはウォーターフットプリ

ントが 42 億～66 億 m3 に達する可能性があり、

これはイギリスの現在の年間総取水量の半分以

上に相当するという3。 

こうしたことから、熊本をはじめとした日本の

水資源が国内外の事業者にとって半導体製造工

場やデータセンター立地の魅力のひとつとなる

可能性を想定しておく必要がある。 

 

2.5. 熊本でWPを実現するには 

 熊本で様々な主体による地下水かん養施策が長

年続けられてきたのは 1 章で先述したとおりで

ある。一方で、WP を実現するには、既存の取り

組みを補完するような枠組みや取り組みが必要

である。熊本県や市町村の保全施策だけでは手が

届かない領域を対象とした追加的な取り組みを

民間主導で検討し、熊本県、市町村、国との連携

で推進すべく、2024 年 3 月より民間主導の勉強

会を開始した。 

 既存の取り組みを補完する枠組みを検討する

にあたり、勉強会では水資源管理の国際動向やグ

リーンインフラを活用した地下水かん養手法、グ

リーンファイナンスの実装などについて検討し

ている。 
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3．水資源管理の国際動向 

3.1. ウォータースチュワードシップ（WS） 

水は流域で循環する資源であるため適切に使

用することで継続的にその恩恵を受けることが

できる。一方で、流域内の水循環を維持していく

ためには、流域内のステークホルダーが協働しマ

ネジメントしていく必要がある。日本の民間企業

の多くは自社の水リスクマネジメントとして、各

社が各社の認識で流域の課題を位置づけ目標を

設定し取り組みを進めているが、自社内の対策だ

けでは他のステークホルダーの過剰取水などに

よる外部環境変化のリスクには対応できない。こ

れらのリスクに対しては流域のステークホルダ

ーと協働した「ウォータースチュワードシップ活

動」が求められる。 

ウォータースチュワードシップ（WS）とは、

「サイトや流域をベースとする活動を伴い、ステ

ークホルダーを巻き込んだプロセスを通じて達

成される、社会・文化的に公平で、環境的にも持

続可能であり、経済的にもメリットのある水の利

用」と定義される4。スチュワードシップは英語で

他人から預かった資産を管理することを意味す

るが、ここでのスチュワードシップは 2009 年に

ノーベル経済学賞を受賞したエリノア・オストロ

ム博士らが共有資源（コモンズ）の研究を通じて

提唱した「スチュワードシップ理論」に由来する。

オストロム博士は日本の山村における森林管理

など、複数の事例研究を通じて、共有資源の利用

者同士が協同体を作り、お互いを監視しながら自

主的に管理することで資源の持続可能性に繋が

ることを示した。この文脈に沿えば、ウォーター

スチュワードシップは水利用者が拠点を超えて

流域のステークホルダーと協働し、河川の流況や

地下水涵養の維持、湿地の回復など、水文学的に

好影響を及ぼす活動を行い、流域の水資源の持続

可能性を目指すものである。 

 

 

3.2. ウォータースチュワードシップの国際的

な広がり 

ウォータースチュワードシップは様々な国際

的 NGO によってその重要性が喚起され、企業や

公共政策と連携を図りながら共有され、浸透し、

国際的な広がりを見せてきた。 

1970 年代初頭は、日本の水質汚濁防止法や米

国の Water Clean Act などが整備され、企業は工

場などから放流する排水の水質管理を徹底する

とともに、取水や節水管理など、自社拠点におけ

る水管理に注力してきた。しかし、2000 年代に

入って、水を多く使用する飲料・食品業界を中心

に複数のグローバル企業の生産拠点において周

辺地域の住民と水利用における対立が生じ、一部

企業では生産拠点の操業停止や移転などを余儀

なくされる事態が発生した。そのような状況を受

け、企業は自社拠点の水管理に留まらず、他の水

利用者と協働した流域の水資源管理の重要性を

認識し、2010 年代には複数企業がウォータース

チュワードシップに取り組むようになる。 

コカ・コーラは 2020 年までに生産拠点で消費

される水（取水量から排水量を除いた水量）を流

域に還元し、ウォーターニュートラリティを実現

するという目標を掲げ、2016 年までにグローバ

ルで目標を達成したと報告している5。この目標

達成に向けては、The Nature Conservancy

（TNC） や世界自然保護基金（WWF）など複数

の国際的なNGOと連携して土地被覆の保全や回

復、湿地の回復などの活動を生産拠点のある流域

で行い、その結果として生じた水の量的な効果に

基づいて目標の達成を報告している。 

また、ネスレは WWF らとともに、Alliance for 

Water Stewardship（AWS、概要は 3.4.1.を参照）

の発足に協力し、AWS は 2014 年にウォーター

スチュワードシップ国際規格6を発行した。規格

に基づき、企業の生産拠点等とその流域における

ウォータースチュワードシップ活動の審査・認証

を進めている。ネスレは 2017 年にパキスタンの
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Nestle Sheikhupura 工場で世界初となる AWS

国際認証を取得している7。工場内では RO 膜分

離による牛乳の水分の再利用や廃水処理による

水の再利用、流域では植林活動や効率的な農業灌

漑の支援、地域住民 3 万人に対して安全で清潔な

水へのアクセスを実現するなどの取り組みが評

価された。ネスレウォーターは 2025 年までに全

ての生産拠点で AWS国際認証を取得するという

目標を掲げており、2023 年までに 44 拠点中 23

拠点で AWS 国際認証を取得、ウォータースチュ

ワードシップによる水の量的な便益（Volumetric 

Water Benefits：VWB） は 440 万 m3に上ると

報告している8。 

さらに近年では、ウォータースチュワードシッ

プの取り組みは飲料・食品業界のみならず、ICT・

エレクトロニクス業界、医薬業界などにも広がっ

ている。Apple はバリューチェーン上で自社が保

有するデータセンターとサプライヤー製造拠点

の流域を中心に、北および南カリフォルニア、ア

リゾナのコロラド川流域、インドのテランガーナ

州およびマハーラーシュトラ州などの水ストレ

スの高い地域で長期的なウォータースチュワー

ドシップの取り組みを進めている。北カリフォル

ニアでは、サクラメント川、フェザー川、ビュー

トクリークの合流地点にある氾濫原の自然回復

により、洪水に対する下流域も含めたレジリエン

スを高めることを目的に原生種の植林や昔なが

らの広大な氾濫原の再接続を行うとしている。

Apple は同様の取り組みを通じて、2024 年 4 月

時点で 5 つのデータセンターと 20 のサプライヤ

ー製造拠点で AWS国際認証を取得したと公表し

ている9。 

 

3.3. 日本における流域保全の取り組み 

日本においては、2014 年 7 月に「水循環基本

法」が制定された。内閣官房 水循環政策本部事

務局が策定した水循環基本計画において、流域マ

ネジメントは「流域の総合的かつ一体的な管理は、

一つの管理者が存在していて、流域全体を管理す

るというものではなく、森林、河川、農地、都市、

湖沼、沿岸域等において、人の営みと水量、水質、

水と関わる自然環境を適正で良好な状態に保つ

又は改善するため、様々な取組を通じ流域におい

て関係する行政などの公的機関、有識者、事業者、

団体、住民などの様々な主体がそれぞれ連携して

活動すること。」と定義されている。国はこの定

義に基づき、各地域が流域マネジメントの基本方

針等を定める計画を確認して、「流域水循環計画」

2024 年 6 月時点までに 102 の計画が公表されて

いる10。 

 

3.4. 国際的な水評価、測定、認証手法 

ステークホルダーとの協働を進めていくため

には、流域内の共有の課題を共通認識とし、取り

組みに結び付ける仕組みや、課題に対するや取り

組みの効果を把握するための共通のものさしが

必要となる。本項では企業が流域のステークホル

ダーを巻き込んで水資源の責任ある管理を進め、

その取り組みを認証する制度である「Alliance 

for Water Stewardship（AWS）」、水課題に取り

組むステークホルダー間で取り組みによる水の

量的な便益（取り組みにより得られた水量）を算

定・共有するための手法である「Volumetric 

Water Benefit Accounting（VWBA）」について

概説する。 

  

Photo by 江口 誠 



 

16 

3.4.1.  Alliance for Water Stewardship 

Alliance for Water Stewardship（AWS）は水

資源の責任ある管理と利用（ウォータースチュワ

ードシップ）の促進を目的とした認証規格である。

AWS は規格の実施を通じて下記に示す 5 つのア

ウトカムを達成することを目的としている。 

① 適切な水資源ガバナンス 

② 持続可能な水収支 

③ 適正な水質 

④ 水資源に関連する重要区域 

⑤ すべての人へ安全な水と衛生設備、衛生環境

を提供（WASH） 

 

認証対象は基本的に個別サイトであるが、共有

の流域に位置しており共有の課題を有する場合

には他のサイトとのグループ認証も推奨されて

いる。規格は図 3-1 に示す 5 つのステップで構築

されており、各ステップは取り組むべきいくつか

の基準で構成されている。 

STEP1 では、共有する水課題とそれに対するイ

ンパクト、リスクと機会を理解するためのデータ

を収集することが目的となる。STEP2 では、

STEP1 で収集した情報に基づき、ウォータースチ

ュワードシップ計画を策定することが求められ

る。これは、5 つのアウトカムの観点で、流域の

状態をどのように改善するか、そのためにサイト

としてどのような行動を取るかに焦点を当てて

いる。STEP3 では、STEP2 で示した計画を実施す

ることが求められる。例えば、リサイクル率の向

上や取水量削減を計画し目標設定した場合、目標

に対する取り組みやその進捗度が要求される。こ

のように STEP3 ではリスクを緩和するための実

質的な進捗状況の報告が必要となる。STEP4 では、

STEP3 で実施した活動に対する行動を評価し、5

つのアウトカム達成への貢献度を分析するとと

もに、必要に応じてウォータースチュワードシッ

プ計画を見直す。最後の STEP5 では、ウォータ

ースチュワードシップについて、ステークホルダ

ーと対話し、サイトの取り組みに関する情報を開

示する。 

各ステップでは遵守すべき基準として、10～40

程度の指標が設定されている。この指標には、最

低限の要件を表す「コア指標」と、より高いレベ

ルのウォータースチュワードシップの状態を達

成し、継続的な改善を促進するための「アドバン

ス指標」がある。 

認証を取得するには最低条件として、すべての

コア指標の基準を満たす必要がある。さらにアド

バンス指標を達成したポイント数が多いほど、ウ

ォータースチュワードシップのパフォーマンス

が高いと判断され、AWS 認証レベルもコア、ゴ

ールド、プラチナとより高くなる。AWS 認証を

取得している企業はネスレやコカ・コーラ、

TSMC など海外企業が目立つが、日本でもサント

リーが奥大山ブナの森工場と九州熊本工場で取

得している。 

 

 

図 3-1 ウォータースチュワードシップが示す

取り組みの段階11 
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コラム：サントリーの取り組み 

サントリーグループが 2018 年にサントリー天然

水 奥大山ブナの森工場（鳥取県）にて日本で初

めてとなる AWS 国際認証を取得し、次いで 2019

年九州熊本工場（熊本県）、2021 年サントリー天

然水 南アルプス白州工場（山梨県）にて認証を

取得している。九州熊本工場においては、工場内

で汲み上げる地下水のかん養域にあたる南阿蘇

外輪山に約 420ha の協定地として「天然水の阿

蘇」を設定し、森林整備活動を進めている。整備

が遅れた人工林を整備するため、作業道づくりか

ら始め、適切な密度への間伐を行っている。間伐

による立木密度の適正化は、日照により林床植生

の繁茂を促し、土壌流出の抑制に繋がるため、雨

水の地下水浸透を支える土壌を保護する効果が

ある。また、落葉落枝によって土壌へ栄養源が供

給され、ふかふかで浸透能の高い健全な土壌が形

成される。さらに、間伐は猛禽類であるサシバの

狩場環境を整えることにも繋がり、生物多様性の

向上にも資する。サントリーではこのような取り

組みを「天然水の森」と位置づけ、ボランティア

活動ではなく、基幹事業として推進している。「天

然水の森」のほか、益城町では農家、土地改良区、

くまもと地下水財団の協力の下、11ha の水田に

冬季湛水を毎年行っている。サントリーはこれら

「天然水の森」と「冬水田んぼ」の活動を通じて、

九州熊本工場で汲み上げる地下水の 2 倍以上の

量の水をかん養している。工場においては、節水

目標の年次管理や取水・排水の日常管理を進めて

おり、これらの総合的な取り組みが評価されて

2023 年には最高位の AWS「Platinum」認証を

取得している12。 

 

3.4.2. Volumetric Water Benefit Accounting

（VWBA） 

流域の水課題を解決するには、様々なステーク

ホルダーの参加が必要となる。加えて、各ステー

クホルダーにより WS 活動として貢献するアク

ションの内容が異なるため、広範なステークホル

ダーが WS 活動の関与とその効果の測定が可能

な一貫した手法が必要となる。 

VWBA は、水資源管理活動の水便益を推定す

る手法であり、活動、市場、地域、ビジネス全体

で活動の効果を評価するための共通手法として

開発されている。 

VWB（Volumetric water benefit）とは、水か

ん養や水質、水アクセスの改善などのウォーター

スチュワードシップ活動（WS 活動）より得られ

る単位時間当たりの水量として定義されている。 

ここでは、世界水資源研究所（World 

Resources Institute）より公表されているワー

キングペーパー13をもとに VWBA を紹介する。 

本ワーキングペーパーでは WS 活動の実施と

評価のために次の観点が示されている。 

① WS 活動における VWBA 活用の 3 ステップ 

② WS 活動の効果を測定する推奨指標と算定

方法 

  

Photo by 江口 誠 
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3.4.3. WS活動における VWBA活用の 3ステ

ップ 

VWBA は WS 活動に参加するステークホルダ

ー内での活動の選択や効果の算定方法を提供し

ステークホルダー間のコミュニケーションにお

ける VWBA の活用について、次のステップを示

している。 

 

Step. 1：流域共通の水課題の特定 

Step. 2：WS 活動と協同パートナーの選定 

Step. 3：VWB の算定 

  

Step. 1 では、流域内の現在および将来に予測

される水課題とその原因を特定することである。

行政が保有する公的な資料や流域内のステーク

ホルダーと協議することによって課題を洗い出

すことができる。さらに水課題の特定においては、

流域の水循環も理解することが必要である。 

加えて、水課題に関連するステークホルダーと

進行中の WS 活動を把握する。これにより、新た

な取り組みが必要か、または既存の取り組みを強

化すべきかなど、どのような活動を開始すべきか

を評価できる。 

Step. 2 では、Step. 1 で水課題の解決に貢献す

べく適切なプロジェクトパートナーや WS 活動

として実施するアクションを選択する。 

選択したアクションに対して VWB を算定し

WS活動による見込みのVWB を評価するととも

に、関連するプロジェクトパートナー間での

VWB の割り当てを決定する。割り当てについて

は、例として出資金額割合により便益を割り当て

が示されている。 

Step. 3 では、WS 活動により得られた VWB を

算定する。ここで VWB は WS 活動前後により生

み出された便益であることから、ベースラインは

プロジェクト実施前の状態として設定する。 

次に WS 活動に基づいて適切な VWB 指標を

選択し算定する。WS 活動の代表的なアクション

とその VWB 指標には図 3-2 が示されている。こ

れらは取り組みを網羅したものではないが、プロ

ジェクト参加者が共通の取り組みとその便益算

定の共通のメトリックとして使用することが可

能となっている。加えて図 3-3 に示されるような

WS活動によって得られる VWB 以外の副次的な

便益についても可能な限り評価することが望ま

しいとされている。WS 活動によって生み出した

VWB は Step. 2 で決定した配分割合に基づいて

プロジェクトパートナーに配分する。 

最後に、VWBA を活用しプロジェクトのステ

ークホルダーとのコミュニケーションや情報開

示を進める上でのポイントを筆者の理解として

下記に示す。 

➢ 対処する共通の水課題とそれがどのよう

に特定されたかを示す 

➢ WS活動の計画段階でVWBを推定し施策

の意思決定に反映する 

➢ WS 活動のメニューと VWB 評価方法、プ

ロジェクト参加者の配分割合、活動参加者

を示す 

➢ WS 活動が貢献する社会、経済、環境的な

便益は何かを示す 

➢ WS 活動の効果計測の基準年と効果発現

を見込むタイムラインを示す 

➢ 施策実施後の維持管理計画を示す 
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図 3-2  一般的な水管理活動と推奨される VWB 指標計算方法 

出典：VOLUMETRIC WATER BENEFIT ACCOUNTING (VWBA):A METHOD FOR 

IMPLEMENTING AND VALUING WATER STEWARDSHIP ACTIVITIES 

図 3-3 副次的な便益の指標例 

出典：VOLUMETRIC WATER BENEFIT ACCOUNTING (VWBA):A METHOD FOR 

IMPLEMENTING AND VALUING WATER STEWARDSHIP ACTIVITIES 
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3.5. 国際動向を踏まえた熊本の地下水保全

における展望 

これまで述べたように、ウォータースチュワ

ードシップは水の利用者である企業や自治体、

住民が地域の共有資源である水を流域単位で

協同して自主的に管理する枠組みである。水は

ローカルな資源であり、地域の生活や経済活動、

生態系の営みにとって欠かすことができない

ものである。地域の水を利用する企業にとって

は、水源の持続的な確保という側面に加え、地

域社会から自社の操業を受け入れてもらえる

のか、いわゆるソーシャルライセンスという観

点からもウォータースチュワードシップの取

り組みは重要となる。 

欧州連合の気象情報機関であるコペルニク

ス気候変動サービスによれば、2023 年の世界

平均気温が産業革命前に比べて 1.48℃上昇し、

観測史上最高を記録したと発表され、今後、熱

波や水害による世界の経済損失は 2029 年まで

に 420 兆円に上るとの試算もある。また、2022

年に採択された「昆明・モントリオール生物多

様性枠組」の実行に向けて、企業は事業成長と

ネイチャー・ポジティブの双方を目指す活動が

求められることから、水の利用や水資源管理に

おいて、流域水循環の観点から実効性のある取

り組みが望まれる。 

熊本の WP 活動においても複数のステーク

ホルダーが連携し、投資や活動を推進していく

ことが予想される。コレクティブアクションを

進めていく上でのチェックポイントとして、

AWS のステップ・コア指標や、活動の共通のメ

トリックスとして VWBA などを導入すること

により、共同体としての活動が円滑に進み、効

果的な施策の推進に繋がることが期待される。

熊本 WP の取り組みの中でも、こうした制度や

手法を参考として仕組みの構築を目指す。 

  

Photo by 江口 誠 
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4．雨庭による地下水かん養効果・流出

抑制量の紹介 

4.1. 雨庭の概要 

 雨庭とは屋根などに降った雨水を下水道に

直接放流することなく一時的に貯留し、ゆっく

りと地中に浸透させる構造を持ったやや窪ん

だ植栽空間のことである。グリーンインフラの

一種で、国際的には rain garden、bioswale、

planter box など形状により呼び名がことなる

が、日本ではこれらの一連のグリーンインフラ

を、一括して雨庭と呼んで導入を進めている。 

雨庭は浸透と貯留により雨水の流出抑制が

図られ、植栽を施すため生物の生息環境の提供

も期待できる。地下水かん養だけでなく洪水緩

和、生物多様性の向上など多様な効果が見込ま

れるのが雨庭の魅力であり、都市化が進む熊本

においても、建築物、グラウンド、公園への雨

庭の導入がはじまっている。 

熊本県や市町村で実施されている既存の地

下水保全施策だけでは手が届かない領域に対

し、雨庭を活用した補完アプローチが有効であ

ると考えている。 

4.2. 熊本における雨庭導入の経緯 

2020 年 7 月 4 日、熊本県の球磨川流域では

線状降水帯が停滞し、これまでにない豪雨とな

った。人吉盆地および盆地下流の山間渓谷部の

球磨川本流が氾濫し、死者 50 名、家屋や橋梁

などへの被害も甚大な大災害となった。熊本県

はこの災害からの復興にあたり、流域全体で治

水を行い、その過程でグリーンニューディール

と呼ばれる環境産業を中心とした産業振興を

行い持続的な社会を目指す「緑の流域治水」と

いう新しい施策を立ち上げた。この施策をサポ

ートするために熊本県立大学は国立研究開発

法人科学技術振興機構（JST）の競争的資金で

ある地域共創の場・本格型（研究期間 10 年、

年間研究費最大 2 億円）に応募し、熊本県立大

学が代表機関、熊本県、肥後銀行が幹事機関と

して採択された。拠点名は「流域治水を核とし

た復興を起点とする持続社会」地域共創拠点で、

三井住友海上火災などの民間企業、熊本大学な

どの研究機関が連携しながらその実施にあた

っている。 

この拠点では、流域を対象とした治水対策を

図 4-1 熊本県立大学の雨庭 
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研究しているが、建築物、駐車場、グラウンド、

道路などの非浸透域対策として雨庭などのグ

リーンインフラを提案しており、熊本県立大学

をはじめ県内に雨庭を導入しその効果を測定

している。 

 

4.2.1. 熊本県立大学の雨庭 

図 4-1 に熊本県立大の雨庭を示した。熊本市

の台地上に所在する熊本県立大学構内のグラ

ウンドに設置した。土壌分類は黒ボク土の地域

である。体育館屋根の 1 本の竪樋を雨庭へ導入

し、オーバーフローした雨水が下水道に流れる

仕組みになっている。 

竪樋の集水面積は 178 ㎡、雨庭の面積は 35

㎡、計 213 ㎡が集水範囲で、深さは 60 ㎝とし

た。雨庭の形状は窪地型、法面は 1.5 割勾配で

ある。雨庭の容量を越えると下流から既設排水

側溝へ流出する構造とした。底面には丸石を敷

設、法面には地域在来種（ヒゴタイ、ノコンギ

ク、フジバカマ等）の植栽を施し、2021 年 11

月に完成した。 

  

2022 年 4 月 26 日から 2023 年 9 月 20 日ま

での約 17 ヶ月間、雨量、屋根からの流入量、

雨庭からの流出量、雨庭内の水位を観測した。

計測期間中に観測された降雨量は 3,094mm で

あった。 

期間中の流入量および流出量を図 4-2 に示す。

期間中、雨庭に流入した降雨は 100 回を超えた

が、流出した降雨は 6 回のみである。 

期間全体での雨庭への流入量は約 657.1 ㎥、

雨庭に降った量は 131 ㎥で、流出量は 49.8 ㎥

であり、流入量の 8％が流出、92％は浸透して

いることが明らかになった。最大の流出量は

2023 年 6 月 28 日の豪雨で総雨量 453.8 ㎜、時

間雨量 57.2mm という非常に激しい雨で、その

時の流入量は 96.4 ㎥、流出量は 34 ㎥、ピーク

時の流出率は 65％と大きな流出抑制効果を示

している。期間全体の総流出量の 68％を 1 つ

の降雨で占めている。 

雨庭の流出抑制効果は貯留と浸透機能によ

ってもたらされるが、土の浸透能力は変化する

ため、熊本県立大学の土壌浸透能の推移を図 4-

3 に示した。 

図 4-2 雨庭への流入量と流出量 
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土壌の浸透能力は建設当初小さかったもの

の、2023 年度 9 月には 45 ㎜/h 程度まで 2 倍

以上増加している。浸透能の増加は植物や土壌

動物により土の団粒化やマクロポアの形成が

進んだために生じたものと推定される。 

 

 

 

4.2.2. 雨庭の浸透効果、流出抑制効果 

熊本では、熊本県立大学以外でも雨庭が建設

され浸透効果、流出抑制効果の検証が行われて

いる。例えば、熊本県人吉市の球磨地域振興局

の雨庭は既設の植栽帯を掘り下げ、隣接する建

物の屋根に降った雨と敷地内の道路に降った

雨の一部を貯留・浸透させる構造である。2023

年 3月完成時から 1年間の降雨を対象に観測が

なされているが、流出が観測された降雨は 1 度

図 4-3 土壌浸透能力の時間変化 

図 4-4 球磨振興局の雨庭 
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でのみ、流出量は 0.33 ㎥とほぼ全量が浸透し

ているというように、県立大学と同様の効果を

発揮している。 

これらの例でわかるように雨庭の地下水か

ん養効果および洪水防御効果は大きく、熊本県

立大学の雨庭と同等の浸透能、貯留量を確保す

れば、集水面積に降った降雨量の 90％以上を地

下水かん養することが可能と考えている。 

 

4.3. パートナーシップによる推進 

このような雨庭を熊本県内に普及するため

に 2030 年までに 2030 箇所の雨庭を整備する

ことを目標に、産学官民が連携した任意団体と

して「くまもと雨庭パートナーシップ」を設立

した。 

組織や市民が緩やかに連携し、それぞれが出

来る範囲でお互いに協力しながら目標を達成

するためのチームで、義務やノルマによるので

はなく、自発的に雨庭の整備と普及に貢献する。

現在、約 30 の団体がパートナーシップに参加

している。 

くまもと雨庭パートナーシップでは、雨庭の

技術指導、雨庭の認証、雨庭の表彰などを行っ

ている。（https://www.kumamoto-ameniwa-

partnership.com/） 

 

  

図 4-5 くまもと雨庭パートナーシップ 

https://www.kumamoto-ameniwa-partnership.com/
https://www.kumamoto-ameniwa-partnership.com/
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コラム： 肥後銀行と「雨庭」 

熊本県立大学、熊本県とともに幹事機関とし

て取り組む「緑の流域治水プロジェクト」にお

ける雨庭の取組みについて紹介する。 

 

【免田支店プランター型雨庭】 

五木村森林組合協力のもと森林保全のため間

伐したスギ材で制作。設置作業には県立南稜高

校生や地域住民も参加した。 

 

【肥後銀行菊陽グラウンド雨庭】 

グラウンド自体は天然芝による 100％地下浸透。 

駐車場部分の水溜り解消を目的に 70cm の窪地

を作り、コンクリート再生片で敷き詰めた。 

 

【バンカー型雨庭】 

関連会社である百花園ゴルフ場１番ホールの

水捌けの悪い部分に面積と同じ体積の窪地を

掘り、砂を敷き詰めバンカーを新設した。 

コラム：ネットワークを活かした雨庭の普及

活動 

肥後銀行は、熊本県内 46 自治体の内 30 の自

治体の指定金融機関であり、また、企業の 6 割

が当行をメインバンクとして取引いただいて

いる。 

現在、営業店のネットワークを通じて雨庭の

情報提供を呼び掛けているところであるが、内

水氾濫対策としての大規模な雨庭検討を開始

した自治体や、工場新設に伴う大規模な造成工

事、学校グラウンド、幼稚園庭改修に伴う雨庭

設置検討など相談は増加傾向にある。 

治水対策、地下水かん養に向けて引き続き、

熊本県立大学研究室と連携し、建築物、駐車場、

グラウンド、道路などの非浸透域対策として雨

庭などのグリーンインフラの推進に努めてい

く。 
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5．将来的な拡張：熊本WPとグリーン

ファイナンス 

5.1. グリーンファイナンスの概要 

グリーンファイナンスは、地球温暖化対策や

自然資本の劣化の防止等に資するグリーンプ

ロジェクトに民間資金を導入するための有効

な手段のひとつであり、発行体や資金使途事業

のグリーン性が保証される点に特徴がある。特

に、カーボンニュートラルを実現するためには

巨額な投資が必要となるため、大量の民間資金

の導入が必要となるが、グリーンファイナンス

は以下の理由から環境インパクトを伴った民

間資金導入を拡大するための有効な手段と考

えられている。 

➢ 事前・事後の外部評価と市場への説明が

行われることにより、環境改善効果

（GHG 削減）が強く担保されること。 

➢ 国際原則に整合した国内ガイドライン

に則って実施されることによって国内

外でグリーン性を評価され、国内外の

ESG 資金による投資対象となり得るこ

と。 

➢ 公募債の場合、企業にとっても調達上の

メリット（市場における安定的な償却、

投資家層の拡大、低金利での調達等）が

あり得ること。 

 

5.2. グリーンファイナンス手法の種類 

グリーンファイナンスは、資金使途と使途事

業の効果によって類型化される（図 5-1）。 

グリーンボンド（グリーンローン）は、企業

や自治体等が、グリーンプロジェクト（再生可

能エネルギー事業、省エネ建築物の建設・改修、

生物多様性の保全、資源循環に関する事業等）

に要する資金を調達するために発行する債券

（融資）とされており、資金使途が環境改善効

果のあるプロジェクトに限定されている。 

サステナビリティボンドは、資金使途が社会

環境効果のあるプロジェクトに限定されてお

り、使途事業の効果がグリーンプロジェクトだ

けでなくソーシャルプロジェクト（地域活性化、

医療、女性活躍、福祉等）までに及ぶ債権であ

る。 

サステナビリティ・リンク・ボンド（サステ

ナビリティ・リンク・ローン）は、資金使途に

限定はなく、サステナビリティ経営の推進を目

図 5-1 グリーンファイナンス等の種類 

出典：国土交通省資料より DBJ 作成 
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的に、資金調達者（企業や自治体等）があらか

じめ設定したサステナビリティ目標（CO2削減

目標等）の達成度合いによって金利等の条件が

変化する債権（融資）とされている（例：達成

したら金利が下がる、達成しなければ金利が上

がる、相当程度の寄付を行う 等）。ポジティブ・

インパクト・ファイナンスは、本論の整理にお

いてサステナビリティ・リンク・ボンド（ロー

ン）と同様の特徴を有するが、資金調達者の活

動が環境・社会・経済にもたらすインパクトを

包括的に分析・評価して資金提供を行うことに

より、ポジティブな影響の増大及びネガティブ

な影響の低減の支援を目的とする点で異なっ

ている。 

トランジション・ファイナンスは、資金使途

の制約は強くなく、幅広い事業を対象とするこ

とができる。一方で、その効果は脱炭素社会に

向けて温室効果ガス（GHG）削減に資すること

が明確に求められており、パリ協定と整合した

長期目標を実現するための戦略に基づく野心

的な取り組みを担保する主体（資金調達者）へ

のファイナンスとなっている。トランジショ

ン・ファイナンスとしてのラベルが付与される

ためには、戦略とガバナンス、マテリアリティ、

科学的根拠、透明性の 4 要素を満たすことが必

要であり、戦略の評価に重きが置かれている。 

 

5.3. グリーン性の評価 

国際資本市場協会（ICMA）のグリーンボン

ド原則において、グリーンボンドの資金使途と

なる適格なグリーンプロジェクトは、明確な環

境面での便益を有すべきであり、その効果は発

行体によって評価され、可能な場合は定量的に

示されるべきとされている。グリーンファイナ

ンスで調達される資金は明確な環境改善効果

をもたらすプロジェクトに充当されるべきで

あり、その適切性は最終的にボンドであれば市

場によって、ローンであれば関係当事者間の判

断にゆだねられる。 

資金調達者が自らプロジェクトのグリーン

性の事前評価を行うに当たって、グリーンプロ

ジェクトの判断の観点が「グリーンボンド及び

サステナビリティ・リンク・ボンドガイドライ

ン 2022 年版」に 4 点記載されている。 

① 環境面での目標（ポジティブインパクト）

につながることが論理的に説明できる

こと 

② 「BAU：Business as Usual（当該プロ

ジェクトを実施しない場合、もしくは成

り行きの場合）」との比較で、環境改善効

果の測定に係る指標が明確に改善する

こと、見込まれること等 

③ 長期的な目標が存在する場合に（例えば、

我が国における 2050 年カーボンニュー

トラルの実現）、対象プロジェクトの実

施と当該長期的な目標の達成との間に

原則として整合性があり、かつ、明らか

な不整合が生じないこと 

④ ネガティブな効果を特定し、かつ、それ

を緩和・管理するプロセスを有している

こと 

上記の点を全て満たさなければグリーンプ

ロジェクトと評価できない訳ではなく、プロジ

ェクトに応じて、それぞれの観点からの評価を

踏まえて総合的に判断することが推奨されて

いる。 

 

5.4. グリーンファイナンスの熊本地下水保

全への拡張 

グリーンファイナンスは、近年の資金調達者

や金融機関による地球温暖化対策や自然資本

に対する対応の必要性が強まったことで、先述

のように多種にわたり発展してきた。資金調達

者の需要やグリーンプロジェクトの質の担保

に対応しつつ、現在も複数ある国際原則や国内

計画等との整合性を図るために、各省庁や民間
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団体などで議論が行われている。 

熊本においては地元金融機関である肥後銀

行がグリーンプロジェクトに対するファイナ

ンスとしてグリーンローンの提供を開始して

おり、今後半導体企業の集積で課題となってい

る地下水保全関連のプロジェクトに対するグ

リーンファイナンスの活用が期待されている。

グリーンプロジェクトに民間資金を導入する

という本来の目的を円滑に達成していくため

にも、このような議論の動向を踏まえて資金調

達の検討が進むことが望まれる。 

 

 

 

  

Photo by 江口 誠 
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